
固定資産の取得、処分、減価償却費（「第87特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第91資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）及び減損損失累計額
の明細

（単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減 価 償 却 累 計 額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘要
当期償却額 当期減損額

建 物 81¶402¶483 4¶368¶000 ` 85¶770¶483 25¶259¶241 4¶688¶060 ` ` 60¶511¶242

構 築 物 52¶713¶870 ` ` 52¶713¶870 21¶872¶991 4¶072¶692 ` ` 30¶840¶879

有 形 固 定 資 産
（償却費損益内）

機 械 及 び 装 置 3¶673¶000 ` ` 3¶673¶000 874¶650 617¶400 ` ` 2¶798¶350

車 両 運 搬 具 169¶821¶983 ` 5¶857¶239 163¶964¶744 131¶377¶520 15¶331¶216 ` ` 32¶587¶224

工 具 器 具 備 品 1¶538¶119¶679 59¶005¶742 14¶106¶038 1¶583¶019¶383 1¶276¶763¶466 131¶082¶730 ` ` 306¶255¶917

計 1¶845¶731¶015 63¶373¶742 19¶963¶277 1¶889¶141¶480 1¶456¶147¶868 155¶792¶098 ` ` 432¶993¶612

建 物 4¶147¶176¶945 28¶689¶458 14¶672¶306 4¶161¶194¶097 1¶897¶213¶542 121¶888¶116 ` ` 2¶263¶980¶555

構 築 物 743¶153¶268 ` ` 743¶153¶268 464¶862¶168 36¶005¶584 ` ` 278¶291¶100

有 形 固 定 資 産
（償却費損益外） 機 械 及 び 装 置 11¶239¶053 ` ` 11¶239¶053 11¶142¶908 222¶881 ` ` 96¶145

２ 金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：円）

貸借対照表計上額 時 価 差 額

\現金及び預金 438¶387¶477 438¶387¶477 `

]未収金 131¶919¶143 131¶919¶143 `

^未払金 (237¶330¶355) (237¶330¶355) `

~ 負債に計上されているものは、（ ）で示しております。
(注１) 金融商品の時価の算定方法に関する事項

\現金及び預金、]未収金、^未払金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっております。
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Õ 行政サービス実施コスト計算書注記
１ 行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法
政府出資等の機会費用の計算に使用した利率
10年利付政府保証債の平成25年３月末利回りを参考に0•56％を利率として適用しておりま
す。

２ 行政サービス実施コストに準ずる費用関係
独立行政法人会計基準第24の項目には該当しないが、行政サービス実施コストに準ずる費用は
次のとおり
筑波共同利用施設から提供を受けている受益の費用 12¶568¶592円

Ö 金融商品の時価等に関する注記
１ 金融商品の状況に関する事項
当法人は、資金運用については独立行政法人通則法第47条の規定に基づき、業務上の余裕金に
ついて短期的な預金及び公社債等に、限定して行うこととしております。
未収債権等に係る顧客の信用リスクは、会計規程等に従ってリスク管理しております。また、
投資有価証券は、独立行政法人通則法第47条の規定等に基づく、公債等のみを保有することとし
ており、株式等は保有しておりません。
借入金等の使途は運転資金（主として短期）であり、主務大臣により認可された資金計画に従っ
て、資金調達を行っております。

Ó 貸借対照表注記
運営費交付金で充当されるべき退職手当の見積額 2¶003¶791¶913円
運営費交付金から充当されるべき引当外賞与見積額 114¶787¶693円

Ô キャッシュ・フロー計算書注記
資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金 438¶387¶477円

G G G G G G G G G G G G G G G G G

資金期末残高 438¶387¶477円

á á á á á á á á á á á á á á á á á

× 不要財産の国庫納付に関する注記
該当事項はありません。

Ø 重要な債務負担行為
該当事項はありません。

Ù 重要な後発事象
該当事項はありません。

Ú その他独立行政法人の状況を適切に開示するために必要な会計情報
当法人は、平成26年４月を目途に研究開発型の成果目標達成法人（中期目標行政法人）として独
立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構、独立行政法人農業生物資源研究所及び独立行政法人
農業環境技術研究所と統合することが、平成24年１月20日付け「独立行政法人の制度及び組織の見
直しの基本方針」にて閣議決定されておりましたが、平成25年１月24日付け「平成25年度予算編成
の基本方針」の閣議決定において見直しを当面凍結し、引き続き検討することとされています。
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